
事前分析

施策分野における
これまでの

取り組みの概要

ごみの出し方便利帳に加えてごみ分別アプリを運用することで適正な分別によるごみの
減量化や資源物の廃棄を防止、地球温暖化防止対策の実施（個人を対象として国が認証
するZEH（ゼロ・エネルギー・ハウス）・太陽光発電設備・V2H及びEV等の設置に補
助金を交付、中小企業者を対象に省エネルギー設備の導入・エコアクション21認証の取
得等に対して補助金を交付）、下水道未整備区域の整備推進、既整備区域の排水設備へ
の接続促進、下水道施設の適切な維持管理の実施

施策分野における
背景・環境

及び抱えている課題

・国では、温室効果ガス排出削減目標を2030年度において2013年度比で26％減から
46％減へと大幅に上積みし、2050年度には温室効果ガスの発生を実質ゼロ（カーボン
ニュートラル）としており、町は温室効果ガス排出量の削減に向け、更に家庭及び事業
所の省エネ推進、低炭素化等の取り組みを強化すべき状況となっている。
・ごみの排出にあっては、家庭系ごみが減少傾向にある一方、事業系ごみは増加傾向に
あり、特に事業系の剪定枝は基準年度と比較して大きく増加し、排出されたごみを適正
に処理することで再資源化を促進する具体的な方策を実施、検討することが必要となっ
ている。
・ごみ処理施設については、急速な人口減少の進展に伴うごみ量の減少、処理施設の処
理能力の余剰に伴う非効率な運営等の課題を抱え、現在広域化も含め今後のごみ処理施
設のあり方について検討が必要となっている。

・ごみの減量や再資源化の促進に向け、４Rの取り組みを強化しながら、産業廃棄物の
排除、収集事業者が回収時に行う現況把握調査、焼却場への持ち込み事業者への廃棄物
調査及びそれに基づく指導などを継続していく。
・昨年度試行的に実施したリユース事業の継続、民間ボランティア団体との協働による
事業を展開し、出前講座等を活用しながら、分別に対する啓発活動を実施していく。
・地球温暖化対策は、2050年カーボンニュートラル及び脱炭素化社会の実現に向け
て、再生可能エネルギーとの融通やレジリエンス強化を目的とし、ZEH等の支援補助事
業を推進していく。
・今後のごみ処理施設のあり方は、県マスタープランに示された５市町で組織する連絡
会が実施する「可能性調査」、町が独自に実施する「塵芥焼却場現況調査」や「広域化
等検討基礎調査」の結果を踏まえ方向性を決定していく。

施策分野における
改革・改善内容

及び今後の見通し
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